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平成２０年度厚生労働省補正予算(案)の概要 
 

【安心実現のための緊急総合対策  ３，４９８億円】 
 

 

 

 

※  

 

 

 

１ 非正規雇用対策等の推進                 ２８億円 

２ 中小企業の雇用維持等への支援              ６９億円 

３ 女性の就労支援                    ７７百万円 

４ 高齢者の就労支援                   ３９百万円 

５ 障害者の就労支援                   １．１億円 

 

 

１ 医療の安心確保                  ２，６０６億円 

２ 新型インフルエンザ対策の強化             ４９１億円 

３ 年金記録問題への対応                 ２０４億円 

４ 介護サービスの確保                    

 

 

１「新待機児童ゼロ作戦」の集中・重点実施          ７９億円 

 

 

１ 輸入食品等の安全対策の強化              ９．９億円 

２ ｉＰＳ細胞等創薬基盤の整備              ９．１億円 

３ 生活衛生関係営業者への支援                  

原油・食料価格等の急激な上昇に伴う国民の生活への不安を解消し、生活者を応援する観

点から、雇用対策等の各対策を強力に進める。また、医療・年金・介護、子育てなど国民の

安心・安全を確保するための取組を推進する。 

第１ 雇用支援対策の強化             ９９億円

第２ 医療・年金・介護強化対策        ３，３００億円

第３ 子育て支援対策               ７９億円

第４ 各種施策の推進               １９億円

一 般 会 計 ３，３４６億円

労働保険特別会計    ８８億円

年 金 特 別 会 計   ２０４億円
※ 一般会計と年金特別会計に重複（139 億円）

がある。
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１ 非正規雇用対策等の推進                 ２８億円 
（１）日雇派遣労働者等の安定就職支援、職場定着指導          ６．８億円 

      日雇派遣労働者等の安定した就職を実現するため、ハローワークに特別の相談窓口

を設置し、担当者制による一貫したきめ細かい職業相談、職業紹介等の支援を行う。 
 

（２）非正規労働者の雇用安定                      ２１億円 

   ①フリーター等の常用雇用化支援の拡充               ７．２億円 

    ハローワークにおいて、就職氷河期に正社員になれなかった若者（年長フリーター

（２５～３４歳）、３０歳代後半の不安定就労者）等について、試行雇用（トライア

ル雇用）奨励金や、トライアル雇用の後に常用雇用した企業等に対する助成金を活用

しつつ、担当者制による一対一の相談・助言、フリーター向けの求人の確保、職業紹

介、就職後の職場定着指導など常用雇用化のための一貫した支援を実施する。 

 

    ②ジョブ・カード制度の整備・充実                  ９．７億円 

職業訓練期間中の生活保障のための給付をすることができる制度や、ジョブ・カー

ド制度の実践的な職業訓練等への「橋渡し」となる基礎的な導入訓練を創設する。 

また、ジョブ・カードセンターにキャリア・コンサルタントを新たに配置し、企業

等の要請に基づきキャリア・コンサルティングを実施することにより自社内の非正規

労働者の正社員転換等を支援する。 

 

③パートタイム労働者の均衡待遇の確保                

      パートタイム労働者の均衡待遇の確保や正社員化を推進するため、パートタイム労

働者の正社員への登用、短時間正社員制度の導入等を行う中小企業への助成を拡充す

る。（制度要求） 

 

 

④住居のない不安定就労者等に対する安定的な雇用確保のための総合的支援の推進    

８５百万円 

 常用就職へ向けて就職活動を行うネットカフェ等で寝泊まりする不安定就労者等に対し

て、職業相談、職業紹介等の機能を強化するとともに、民間住宅入居初期費用等の貸与を

新たに行うことにより、安定した就職の実現を図る。 

 

⑤大都市圏における非正規労働者の就労支援体制整備          ３．４億円 

 三大都市圏（東京、愛知、大阪）に非正規労働者就労支援拠点として、「非正規労

働者就労支援センター（仮称）」を設置し、安定した就職に向けた様々な支援をワ

ンストップで提供する。 

 

第１ 雇用支援対策の強化             ９９億円
（参考：平成21年度概算要求額556億円）
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２ 中小企業の雇用維持等への支援              ６９億円 
（１）事業活動に悪影響が出ている中小企業の雇用維持への支援       ４５億円 

   原材料高等により事業活動に悪影響を受ける中小企業の雇用維持の取組を支援する

ため、雇用調整助成金の事業活動の縮小要件の緩和（例：最近６か月の生産量１０％

以上減少の要件を、経常利益が赤字かつ最近３か月の生産量が減少に緩和）や、助成

率の引上げ（３分の２→５分の４）などを行う。 

 

（２）雇用情勢が厳しい地域における雇用確保・就労支援対策        ２５億円 

     ①地域再生中小企業創業助成金（仮称）の創設          

雇用失業情勢の改善の動きが弱い地域において、当該地域の重点分野に該当する

事業分野で創業する事業主等に対し、創業経費及び労働者の雇入れについて助成を

行う。（制度要求） 

      

②地域雇用創造実現事業（仮称）及び雇用創造先導的創業等奨励金（仮称）の創設 

８．６億円 

雇用創造に意欲的に取り組んでいる地域において、雇用創造に大きな効果が得ら

れる地域ブランド商品の開発、販路開拓等の新たな取組に対する支援を実施する。 

また、当該地域内で新たに先導的な事業を開始する創業者等に対し、創業等に要

した費用の一部を助成する。（制度要求） 

 

③離職者訓練の重点的な実施                    ５．７億円 

  雇用面における地域格差を解消し、景気悪化に伴う雇用面への悪影響に歯止めを

かけるため、雇用失業情勢の特に厳しい地域における失業者に対し、民間教育訓練

機関等を活用した離職者訓練を実施する。 

 

④国と道県の共同による就職支援事業の実施              １１億円 

       雇用失業情勢の厳しい地域において、国が実施する職業相談・職業紹介と道県が

独自で実施する就職支援のための講習、面接会、企業体験等を一体的に実施する拠

点を設置した就職支援の充実・強化を図る。 
 

３ 女性の就労支援                    ７７百万円 
○ マザーズハローワーク事業の拡充                  ７７百万円 

早期再就職を希望する子育て女性等に対して、地方公共団体等との連携の下、総合

的かつ一貫した就職支援を実施するマザーズハローワーク事業について、その事業拠

点を拡充する。 

 

４ 高齢者の就労支援                   ３９百万円 
○ ６５歳以上の高齢者を雇い入れる事業主への支援           ３９百万円 

特定求職者雇用開発助成金のメニューに、６５歳以上の高齢者を雇い入れる事業

主に対する支援を加えるほか（制度要求）、６５歳以上の高齢者を試行的に雇用す

る事業主に対する支援を実施することにより、高齢者の安定した就職の実現を図る。 
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５ 障害者の就労支援                   １．１億円 

（１）中小企業に対する障害者雇入れ支援の拡充                

      障害者を公共職業安定所等の紹介により雇い入れた中小企業事業主に対する助成 

の拡充（例：身体・知的障害者を雇い入れた事業主に対する助成期間を１年間から、

１年６か月に拡充）を行うことにより、障害者の雇用を促進する。（制度要求） 

 

（２）ハローワークの機能強化による障害者の就職・職場定着支援     １．１億円 

      ハローワークの就労支援機能を強化するため、障害者専門支援員を拡充（現行２２

７名から２９７名）し、障害者に対して、関係機関と連携した「チーム支援」等によ

るきめ細かい職業相談、職業紹介等を通じた安定就職に向けての支援を行うととも

に、就職後の職場定着指導等を徹底する。 

 

 

     

１ 医療の安心確保                 ２，６０６億円 

（１）高齢者医療の円滑な運営のための対策の充実         ２，５２８億円 

高齢者医療制度について、本年４月からの施行状況を踏まえ、制度の円滑な運営

を図るため、高齢者の置かれている状況に十分配慮し、きめ細かな措置を講じる。 

 

・長寿医療制度における低所得者の保険料の軽減 

・７０～７４歳の医療費自己負担増（１割→２割）の凍結措置の継続 

・長寿医療制度被保険者（被扶養者であった方）の保険料負担軽減（９割軽減）

の継続 

・市町村による小学校区ごとのきめ細かな相談や説明会の実施等 

 

（２）医療体制の確保                         ７８億円 

国民の医療に対する不安の解消を図るため、地域医療の確保、医師不足や勤務医

への対応など医療体制の確保に向けた取組を強化する。 

 

・医師派遣を行う医師派遣協力機関に対する支援の強化 

・地域において管制塔機能を担う救急医療機関に対する支援の実施 

・短時間の勤務制度を導入する病院に対する支援の実施 

・書類記載等を代行する医師事務作業補助者を設置する病院に対する 

支援の実施等 

 

２ 新型インフルエンザ対策の強化          ４９１億円 
新型インフルエンザの発生が予断を許さない状況にあることから、抗インフルエン

ザウイルス薬（タミフル、リレンザ）やワクチンの備蓄等を早急に行うとともに、水

際対策等に従事する者に必要な感染防護の資器材の整備等を行う。 

第２ 医療・年金・介護強化対策        ３，３００億円
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３ 年金記録問題への対応                ２０４億円 

（１）紙台帳等の電子画像データ検索システムの構築          １２３億円 

紙台帳等を電子画像化し、個人単位での検索を可能とすることにより、コンピュ

ータ記録との突合せや本人への確認を着実に行うための基盤を整備する。 

   

    （２）「ねんきん特別便」のフォローアップ等による未統合記録の解明・統合 ８２億円 

１０月までを目途にお送りする「ねんきん特別便」のフォローアップを徹底する

こと等により、基礎年金番号に統合されていない記録の解明・統合を進める。 

 

４ 介護サービスの確保                     
○ 介護人材の確保及び定着の促進、雇用管理の改善等            

介護分野の事業主に対して介護業務未経験者の雇入れ等に要する経費の一部を助

成することなどにより、介護分野における良好な雇用機会の確保等を図る。（制度要

求）  

 

 

○「新待機児童ゼロ作戦」の集中・重点実施          ７９億円 
（１）待機児童が多い地域を中心とした保育サービスの充実等        ６２億円 

「新待機児童ゼロ作戦」の集中重点期間（平成20～22年度）の取組みを加速させ、緊

急に都市部等の待機児童の多いところを中心に保育所の新設や分園の設置促進などの緊

急整備等により待機児童の早期解消を図る。 

 

（２）認定こども園の緊急整備                      １８億円 

認定こども園の集中重点的な緊急整備に要する経費を助成し、その設置促進を図る。 

 

 

１ 輸入食品等の安全対策の強化              ９．９億円 
多数の原材料からなる複雑な加工食品の残留農薬等の検査体制を強化するため、検疫所

における機器整備を行うなど食の安全対策を強化する。 

 
２ ｉＰＳ細胞等創薬基盤の整備              ９．１億円 

    「革新的医薬品・医療機器創出のための 5 か年戦略」（平成２０年度改訂）の下で実施

する医薬品・医療機器の開発に関連する研究（ｉＰＳ細胞に関する研究等）に対して、次

世代研究機器等の整備を行う。 
 

３ 生活衛生関係営業者への支援                  
    急激な資源高に苦しむ生活衛生関係営業者を支援するため、国民生活金融公庫におけ

る生活衛生セーフティネット貸付の充実を図る。（償還期間延長等の制度要求） 

第３ 子育て支援対策               ７９億円

第４ 各種施策の推進               １９億円


